
 

 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

浅科商工会（法人番号 3100005003019 ） 

佐久市（地方公共団体コード 202177 ） 

実施期間 令和６年４月１日～令和１１年３月３１日 

目標 

経営発達支援事業の目標 

⑴対話と傾聴を通じた伴走型支援により、経営者を本質的な経営課題

への気づきへと導くことで小規模事業者の自己変革・自走化を図る 

⑵観光等の地域資源を活用した商業・サービス業の連携モデルの構築

と創業及び第二創業を積極的に支援することで、衰退した商店街の

空き店舗の解消に努め、小規模事業者の振興による地域経済の活性

化を図る 

⑶小規模事業者のＩＴ技術の活用等、ＤＸの取り組みを支援すること

で、事業者の販路開拓、生産性・付加価値の向上を図り、取引先や

親事業者の DXの流れ（構造変化）に適応できる体制を築く 

事業内容 

経営発達支援事業の内容 

3. 地域の経済動向調査に関すること 

「RESAS」と「MieNa」を活用した地域経済分析を実施する。 

4. 需要動向調査に関すること 

地域資源等を活用した商品の需要を調査し、マーケティング支援を

実施することで、「売れる商品」づくりに繋げる。 

5. 経営状況の分析に関すること 

経営分析を実施し、結果を事業者にフィードバックすることで、事

業者自身が本質的な課題を抽出するための気づきを提供する。 

6. 事業計画の策定支援に関すること 

小規模事業者の持続的発展や成長発展を目的とする事業計画の策定

を、対話と傾聴を通じた伴走型支援でサポートする。 

7. 事業計画策定後の実施支援に関すること 

計画を策定した事業者を対象にフォローアップを実施し、計画実行

上で発生した経営課題等に対し事業者と一緒になって解決を図る。 

8. 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

展示会・商談会の参加支援を実施する。また、売上拡大効果が高い

販路開拓として、SNS を活用した販売促進の実行支援を実施する。 

連絡先 

浅科商工会 〒384-2104 長野県佐久市甲 1190-1 

TEL：0267-58-0220 FAX：0267-58-4188 

E-mail：asasyo04@leaf.ocn.ne.jp 

佐久市役所 経済部 商工振興課 〒385-8501 長野県佐久市中込 3056 

TEL：0267-62-3265FAX：0267-62-2269 

E-mail：syoko@city.saku.nagano.jp 

 







 

カ 産業 

⒜業種別の商工業者数（小規模事業者数の推移） 

令和５年の地区内事業者数は２４２者で、令和元年度の事業者数２５８者に対し約６％の減少と

なっている。特に商店街の衰退や高齢化による廃業を理由とした小売業者の減少割合が高い（*1）。

小売業者の減少により、地区内事業者の構成割合は製造業が約１９％と最も高くなり、次いで小売

業、建設業の順となった。 

 
⒝業種別の現状と課題 

ⅰ 農業 

稲作が中心であるが、美味しい米が作れる重粘土質の土地はほとんどが既に水田になっており、

これ以上作付面積を増やすのは困難である。特産品の五郎兵衛米は既に需要過多となっており、絶

対量が不足している。また、高齢化の進展により、農業代行や委託サービスを活用する農家が増え

ており、これらを請負う事業者が管理面積を増加させている。 

"幻の米"と呼ばれる五郎兵衛米の生産に欠かせない五郎兵衛用水は2018年に「世界かんがい施設遺

産」として登録された。また、農閑期の特産品である"矢島の凍み豆腐"は、各種報道で取り上げら

れる知名度を現在も維持している。これらの貴重な地域資源やブランド力を活用し、地元の野菜、

養鶏、畜産を含めた農産物のブランド化に農商工で連携して取り組んでいくことが必要である。 

 

【課題まとめ】農業 

 

 

 

 

 

 

ⅱ 商業・サービス業                     

前述の『業種別の商工業者数』のとおり、地区内小売業者の減少幅が大きくなっている。 

佐久市の中心市街地である佐久平駅周辺は「北陸新幹線」の駅の中で、開発の成功事例として取

り上げられている。新幹線開業後、数年でショッピングセンターが立ち並び、長野県有数の商業地

域に変貌した。更に2022年9月に、大型の商業施設である「フォレストモール佐久平」がオープンし

た。 

この佐久平駅前の賑わいは、周辺地域の消費がこの地域に移転したものと考えられている。浅科

地区唯一の商店街である塩名田商店街は、佐久平駅のショッピングセンターから、車で約５分の距

離に位置しており、主要地方道下仁田浅科線の開通による交通量減少の影響も受けて大きく衰退し、

現在は商店街として機能していない。 

 

・地域資源やブランド力を活用した、農商工連携による地元の農産物のブランド化による 

収益力のアップ 
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【佐久平駅周辺の大型商業施設】      【ショッピングセンターの商圏図】 

        
出典： jSTAT MAPにて作成 

 

浅科地区のほぼ全域がショッピングセンターから車で１０分の商圏線内にあり(【ショッピングセン

ターの商圏図】参照)、地区内居住者の多くが日用品の買い物に利用している。このような厳しい状況

の中で、2022年には地区内唯一のスーパーが倒産した。 

  

このため小規模事業者は「大規模小売店の参入が難しいマーケット」、「小さいけれども確実に

需要がある市場」へ事業をシフトしていくことが課題となる。特に、地域とのつながりを重視した

「地域産品の販売」「特産品の販売」「地域限定品の取扱い」「地域ブランドの導入」「地域観光

資源の活用」などは競争を優位にすることができる。 

 

新型コロナウィルスによる消費者行動の変化も、小規模事業者に大きな影響を与えた。インター

ネットショッピングの利用者が中高年層で大きく増加しており、翌日配送、品揃え、低価格といっ

た競争優位性を持つ大手通販事業者には小規模小売店は対抗できない。地区内人口の減少やインタ

ーネットショッピングの活用による地区内消費の縮小、事業者の高齢化が廃業へ繋がっている。後

継者不在の事業者も多いが、既存事業が現在の事業環境やビジネスモデルに適応しておらず、採算

が取れないため事業承継を望まない小規模事業者が多い。また、廃業する事業所は資金不足の理由

から長い間改修や設備投資が行われていないため、再利用をするためには多くの資金を必要とする。 

このため、行政と連携して空き店舗等を活用した創業者の誘致、域内事業者の事業承継円滑化に

よる第二創業の促進が必要となる。 

一方で、医療・福祉分野で事業者の増加が見られている。今後も成長が期待される分野であるが、

一般的に利益が出難い分野と言われており、定期的な経営分析を行い、経営力の維持・強化への取

り組みが必要である。 

 

【課題まとめ】商業・サービス業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・時代環境に促したビジネスモデルへの転換による収益力のアップ 

・「大規模小売店の参入が難しいマーケット」、「小さいけれども確実に需要がある市場（こ

だわり、個性、専門性を重視した市場）」への事業シフト 

・地域とのつながりを重視した「地域産品の販売」「特産品の販売」「地域限定品の取扱い」

「地域ブランドの導入」「地域観光資源の活用」 

・行政と連携した空き店舗を活用した創業者の誘致、域内事業者の事業承継円滑化による

第二創業の促進 
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ⅲ 観光                         

  地区内に、旧中山道の塩名田宿、八幡宿の二つの宿場が千曲川を挟んで存在しており、八幡神社

の境内にある国指定重要文化財の高良社をはじめ歴史的文化遺産が点在している。2018年には、美

田の五郎兵衛新田に引かれている五郎兵衛用水が「世界かんがい施設遺産」として登録された。 

現在、国内旅行者だけでなく、訪日外国人旅行者にも宿場巡りや、歴史遺産巡り等の人気が高ま

っている。実際に大手ツアー会社の企画する観光バスが、塩名田宿や八幡宿を訪れたり、外国人が

歩いて両宿場を巡っている姿が見受けられる。 

 

【浅科地区の観光マップ】            【五郎兵衛用水】 

   
 

しかし、地区内には宿泊施設がなく、宿場付近にも土産店や休憩処となる店舗もないため、観光

における経済効果は殆どない。そのため、観光と商業・サービス業の連携モデルを構築し経済効果

を生み出すことが必要である。 

観光関連施設としては、「道の駅ほっとぱ～く浅科」、「あさしな温泉穂の香乃湯」、「五郎兵

衛記念館」などがある。「道の駅」は本来、旅人の「休憩機能」、地域の情報を提供する施設とし

ての「情報発信機能」、道の駅を接点に活力ある地域づくりを行う「地域連携機能」を有し、その

相乗効果から「地域とともにつくる個性豊かな賑わいの場」を創出する役割を担うが、地区内事業

者との連携が課題となっている。 

また、2018年7月に同じ国道142号線沿いの区間距離で約4㎞の地点に中部横断自動車道佐久南イン

ターチェンジに併設した大型の道の駅「ヘルシーテラス佐久南」がオープンしたことで、「道の駅

ほっとぱ～く浅科」の利用者が減少しており、地域と連携して差別化を図っていく必要がある 

 

【課題まとめ】観光 

 

 

 

 

 

 

ⅳ 製造業 

地区の北東に新町工業団地と十二川原工業団地がある。地区外に本社を置く企業の工場が稼働し

ており、地区内雇用の創出に貢献している。 

中小の製造業事業者は、自動車部品、産業用機械部品等の下請け事業者が殆どで国内外の情勢に左

右されやすく、原材料価格の上昇と加工価格への転嫁難、人手不足などで、雇用環境や経営環境は

厳しい状況となっている。 

特に、経営者が高齢で後継者が定まっていない事業者や、設備や機械が古く、発注先が求める加工

・観光と商業・サービス業の連携モデルを構築し経済効果を創出する 

・道の駅の「地域連携機能」を高め、道の駅を接点に活力ある地域づくりを行う 
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技術や生産量に対応できない事業者が廃業に追い込まれるケースが増えている。 

逆に、高い加工技術と更新された設備をもち、事業承継により信用力が担保された事業者は多く

の受注を獲得している。そのため、早期の事業承継プランの作成や早期承継の促進により、技能・

技術の承継を計画的に行い、事業者の安定性を確保することや、適正な設備投資を継続的に実施し

生産体制を整備していくことが必要である。 

 

また、デジタル化の進展による、取引先や親事業者のDXの流れ（構造変化）にも対応していく必  

要がある。業務管理システムの刷新や企業間取引のペーパ ス化の実現など、デジタル化による生

産性向上が課題となる。 

 

【課題まとめ】製造業 

 

 

 

 

 

 

 

ⅴ 建設業 

事業者は、土木、建築を営む「一人親方」の小規模事業者が大半を占めている。当地区内の１

戸建て世帯数は約2,000戸（経済センサス）と少ないが、コロナ禍により近隣の軽井沢町や御代田

町で移住や二拠点生活を希望する移住者が購入する新築物件や中古物件のリフォーム需要が増加

している。 

  一方で、昨今の物価上昇に伴う原材料費及びエネルギーコストの増加が利益の減少に繋がってお

り、引き続き厳しい状況も続いている。 

設備業者等の小規模事業者の中には、休みが取れないくらいに忙しく働いているが利益が確保で

きない事業者も存在する。時間的な余裕がなく非効率な経営を行っているケースも多い。自社の経

営分析を行うことで、問題点を解決し、付加価値や特色といった強みを活かして効率的な事業展開

を行う必要がある。 

 

【課題まとめ】建設業 

 

 

 

 

 

 

⒞佐久市の総合計画 

「第二次佐久市総合計画（平成29年～令和8年度）」の後期基本計画における『経済・産業分野』

の関連項目（抜粋） 

 

［基本構想］ 力強い産業を営む活力と魅力あるまちづくり 

 

■［主要施策と主な取組］関連項目抜粋 

ⅰ 【農業】豊かな自然を生かした農林水産業の振興 

ⓐ消費者ニーズなどに対応した農作物のブランド化や6次産業化に向けた加工品開発の促進を

図ることで、農業生産の活性化を目指す。 

ⅱ 【商業・サービス業】活力と魅力があふれる商業の振興 

・早期の事業承継プランの作成や早期承継の促進により、技能・技術の承継を計画的に行い、

事業者の安定性を確保する 

・業務管理システムの刷新による情報武装や企業間取引のペーパ ス化の実現など、デジタ

ル化による生産性向上を図る 

 

・経営分析により、問題点を把握・解決し、付加価値や特色といった強みを活かして効率的

な事業展開を行う 
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ⓑ中小企業者への経営支援のため、中小企業者の資金需要に対して、迅速に対応する 

ⓒ関係機関と連携し、事業者が抱える様々な経営課題に対応できる相談・支援体制の充実を図

るとともに、経営指導などの課題解決に向けた伴走型の支援を推進する 

ⓓ商工団体との連携などにより、各種研修会を充実させ、事業承継や社会経済情勢の変化に柔

軟に対応できる人材の育成に努める 

ⓔ商店会組織を始めとする各種団体、意欲ある起業・創業者など、商店街の活性化に向け取り

組む団体や人を発掘・支援することにより、まちなかの賑わいの創出と商業の活性化を図る 

ⓕ関係機関と連携し、空き店舗対策に取り組むとともに、地域に密着したイベントの開催の支

援など、賑わいの創出に向けた取組を促進する 

ⓖ各種アプリケーションなどを活用したポイント事業の統合など、購買意欲やリピート率を高

める仕組みづくりを支援し、サービス力や集客力の向上を図る 

ⓗ買い物弱者への対応や観光振興との連携など、新たな顧客の獲得に向けた商店街の取組への

支援に努める 

ⓘ農業・観光業や関係機関との連携により、健康長寿など地域の特徴を生かした新たな商品の

開発や普及を支援する 

ⓙ関係機関との連携により、本市の魅力ある商品の情報発信と販売活動を促進する 

ⅲ 【観光】地域の魅力を生かした観光の振興 

ⓚ歴史、自然、文化といった地域の特徴を生かした観光拠点の整備やイベントの開催を通じて、

魅力ある観光地づくりを目指す 

ⓛ地域の観光資源を活用して体験型観光、広域観光といった多様な観光ニーズに対応するとと

もに増加する訪日外国人旅行者への対応を進めることで、観光の振興を目指す 

ⓜ農林水産業や商工業を始め、多様な主体間の連携が図られる体制を整備し、地域が主体とな

った観光地域づくりを推進する 

ⅳ 【工業】力強いものづくり産業の振興 

ⓝ市内の経済・雇用を支えるものづくり企業を支援するため、経営安定化に向けた各種補助金

制度の活用や、健康経営の導入などを促進する 

ⓞ産学官連携や地域連携を通じて、新製品・新技術の開発や企業経営への支援を図ることで、

国内外での競争力を備えた力強いものづくり産業、地域の特徴を生かした魅力あるものづく

り産業の育成を目指す 

ⓟ受注機会の創出・拡大や新たな優秀人材の確保を図るため、市内企業の突出した技術や健康

経営に資する取組などを情報発信するブランディング戦略に対して支援を実施する 

ⓠ一般社団法人佐久産業支援センター (SOIC) への企業の参加を促進することにより、機能強

化と運営の安定化を図り、全市的な産業振興を進める 

 

■「令和４年３月改訂の佐久市第二次国土利用計画」 

『地域別土地利用』における主な取組事項 

ⓡ塩名田宿や八幡宿などの歴史的な街並みを生かした魅力的なまちづくりを促進する 

ⓢ全国「疎水百選」に選定され、世界かんがい施設遺産に登録されている「五郎兵衛用水」の

適切な維持管理に努め、良好な景観を保全する 

ⓣ良好な田園風景が広がっていることから、引き続き五郎兵衛新田など優良農地の保全を図る 

ⓤ荒廃農地は、農業の担い手への集積による農業的利用に努める。また、体験農園への転換や、

再生困難な荒廃農地は林地化するなど、多様な土地利用を図る。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

➀１０年程度の期間を見据えて 

⑴で記述した浅科地区の現状と課題と、第二次佐久市総合計画の後期基本計画とを踏まえて、浅

科地区での中長期的な振興のあり方とする。 
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佐久市の総合計画におけるテーマ「力強い産業を営む活力と魅力あるまちづくり」を念頭に、『消

費者ニーズや販売形態の多様化により商圏や消費者購買動向が絶えず変化する中で、地域とのつな

がりを重視することで地域の特色を活かした小規模事業者の競争優位性を見いだし、小規模事業者

の振興を図る』ことをあるべき姿と考え、以下の方向性を軸に取り組んでいく。 

 

ア 伴走型支援を通して、事業者に気付きを与え、内発的動機付けを行うことで、経営環境の変化

に対応した経営計画に基づく経営の推進を促し、各種補助金制度の活用による生産性向上や経

営の持続的発展を図る 

 

イ 衰退した商店街の空き店舗を活用して観光と商業・サービス業の連携モデルを構築し、創業者

の誘致と支援を行う 

 

ウ 「大規模小売店の参入が難しいマーケット」、「小さいけれども確実に需要がある市場（こだ

わり、個性、専門性を重視した市場）」への小規模事業者の事業ドメインの再構築を促し、か

かる事業での創業・第二創業の促進を図る 

 

エ 小規模事業者が競争優位性を活かせる「地域産品の販売」「特産品の販売」「地域限定品の取

扱い」「地域ブランドの導入」を農商工連携による地元の農産物のブランド化と合せて実施す

る 

 

②佐久市総合計画との連動制・整合性 

「第二次佐久市総合計画」の後期基本計画における『経済・産業分野』の［基本構想］力強い産業

を営む活力と魅力あるまちづくり における主要施策は、以下のとおりである。 

 

■主要施策 

【商業・サービス業】 活力と魅力があふれる商業の振興 

【観      光】 地域の魅力を生かした観光の振興 

【工      業】 力強いものづくり産業の振興 

  

 上記「①１０年程度の期間を見据えて」の方向性：ア～エは、佐久市総合計画での主な取組事項：

ⓐ～ⓤと下記の表のとおり相互に関連しており、全体的な連動性及び整合性が認められる。 

 

■佐久市総合計画との相互関連・連動項目一覧表 

１０年程度の期間を見据

えての方向性 

佐久市総合計画での主な相互関連・連動項目

（ⓐ～ⓤ） 

ア ⓑⓒⓓ 

イ ⓕⓗⓘⓚⓛⓡ 

ウ ⓓⓔ 

エ ⓐⓘⓜⓞ 

 

③商工会としての役割 

上記①に記載のあるべき姿 『消費者ニーズや販売形態の多様化により商圏や消費者購買動向が

絶えず変化する中で、地域とつながりを重視することで地域の特色を活かした小規模事業者の競争

優位性を見いだし、小規模事業者の振興を図る』を実現するために、第１期経営発達支援計画で補

助金などの政府等の支援ツールを届けることが主な役割となっていた「“課題”解決型の伴走型支

援」から、第２期経営発達支援計画では、傾聴と対話を通じて経営者を表面的な経営課題では解決

されない真因への気付きへと導き、深い納得感と当事者意識を持ち、課題解決に向け能動的に行動
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することを促す「“課題”設定型（経営力構築型）の伴走型支援」へと発展させていく。 

また、①ア～エに記述した小規模事業者に対する振興のあり方を実現させていくためには、商工

会がこれまでの長年の事業活動において築き上げた「地域の多種多様な事業者との関わり」といっ

た「強み」と地域特性を活かした事業展開が求められ、商工会はその連携や協業、「地域資源」や

「観光資源」の活用などを地域経済の好循環につなげる重要な役割を果たしていく。 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

上記の現状や課題を踏まえ、経営発達支援計画の目標及び方針を次のとおり設定する。 

 

目標① 対話と傾聴を通じた伴走型支援により、経営者を本質的な経営課題への気づきへと導く

ことで小規模事業者の自己変革・自走化を図る 

 

目標②  観光等の地域資源を活用した商業・サービス業の連携モデルの構築と創業及び第二創業

を積極的に支援することで、衰退した商店街の空き店舗の解消に努め、小規模事業者の

振興による地域経済の活性化を図る 

 

目標③ 小規模事業者のＩＴ技術の活用等、ＤＸの取り組みを支援することで、事業者の販路開

拓、生産性・付加価値の向上を図り、取引先や親事業者のＤＸの流れ（構造変化）に適

応できる体制を築く 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和６年４月１日～令和１１年３月３１日） 

 

（２）目標達成に向けた方針 

【目標①達成のための方針】 

経営分析、事業計画の策定、策定後の実施支援の各局面で、経営力再構築伴走支援モデルによる

支援を実施する。具体的には、経営課題の設定から課題解決を支援するにあたり、経営者や従業員

との対話と傾聴を通じて、事業者の自走化のための内発的動機付けを行い、潜在力を引き出す。ま

た、これを実現するために、経営指導員等の資質向上を実施する。 

 

【目標②達成のための方針】 

  地域とのつながりを重視した「地域産品の販売」「地域限定品の取扱い」「地域ブランドの導入」

「地域観光資源の活用」などは「大規模小売店の参入が難しいマーケット」として小規模事業者の

競争優位性が発揮できる市場と考えられる。また、「こだわり、個性、専門性を重視した専門店」

の市場は「小さいけれども確実に需要がある市場」であり、多種多様な事業者との関りがあるとい

う商工会の強みを活かして、これらを中心とした創業及び第二創業を積極的に支援し、商店街の空

き店舗の解消を図ることで、大規模商業施設や大規模小売店と差別化された商店街のテナントミッ

クスを築く。 

特に「中山道塩名田宿」と「塩名田商店街」との一体での振興を考え、新たな魅力を創出するこ

とで衰退した商店街の活気を取り戻し、地域経済の活性化と小規模事業者の活性化を図る。 

 

【目標③達成のための方針】 

小規模事業者のデジタルツール導入による販路拡大、生産性向上に向けて、まずは IoT、DX、ICT 

等の意識の醸成、基礎知識の習得等を目的に IT 関連セミナーの開催や IT 専門家派遣を実施する。 

また、実際に DX に向けた IT ツールの導入や Web サイト構築等の取組を推進していくことを

目的に DX 推進セミナーを開催する。特に、IT を活用した販路開拓の取組意欲が高い事業者に対

しては、IT を活用した販路開拓として、SNS・EC を活用した販売促進の実行支援により、売上拡

大が実現するまで伴走型で支援を実施する。これらの支援で成果をあげるため、経営指導員が DX 

や IT 利活用に関する資質向上を行う。 

 

 

 

Ⅰ.経営発達支援事業の内容 

 

3.地域の経済動向調査に関すること 

(1)現状と課題 

【現状】 

小規模事業者が適切な経営判断を行うためには、まずは外部環境の変化を正確に捉える必要があ

る。地域の経済動向に関する情報提供については、経営指導員が事業者の事業計画策定支援時に実

施・活用するに留まっており、小規模事業者に対して十分に行えていない現状である。 

 

【課題】 

地域の経済動向データの分析・公表が十分に行われていなかったため、今後は収集したデータの

分析を通じて外部環境を整理し、広く小規模事業者に情報提供することが課題となる。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和５年１１月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達

支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与

体制 等） 

 

   

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

  氏 名：濵田 良浩 

  連絡先：浅科商工会 TEL：0267-58-0220 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・

見直しをする際の必要な情報提供を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

  〒384-2104 

  長野県佐久市甲 1190-1 

  浅科商工会 

  TEL：0267-58-0220 FAX：0267-58-4188 

  E-mail：asasyo04@leaf.ocn.ne.jp 

 

②関係市町村 

 〒385-8501 

長野県佐久市中込 3056 

佐久市役所 経済部 商工振興課 

TEL：0267-62-3265  FAX：0267-62-2269 

E-mail：syoko@city.saku.nagano.jp 

 

〒385-8501 

長野県佐久市甲 1359-3 

佐久市役所 総務部 浅科支所 

TEL：0267-58-2001  FAX：0267-58-2897 

 

 

浅科商工会 

 法定経営指導員 １名 

 補助員     １名 

 臨時職員（ﾊﾟｰﾄ）２名 

佐久市商工振興課 

佐久市浅科支所経済建設環境係 

21



 

 

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

必要な資金の額 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 

 

①調査研究事業費 

②セミナー開催費 

③販路開拓事業費 

④職員資質向上費 

⑤事業評価関連費 

200 

500 

300 

150 

50 

200 

500 

300 

150 

50 

200 

500 

300 

150 

50 

200 

500 

300 

150 

50 

200 

500 

300 

150 

50 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

国補助金、県補助金、市補助金、一般財源（会費・手数料収入） 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

23


